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第 4 章 教養部の改革 
 
 
第 1 節 教養部問題 
 
（1）教養部問題 
 
一般教育の動向 

 1956（昭和 31）年 10 月 22 日に制定された「大学設置基準」（文部省令第

28 号）は、それまでの一般教育の編成原理に大きな変更を加えた。大学が開

設すべき一般教育の科目数が変更され、基礎教育科目が導入されたのである。

それまでの「大学基準」は、1950 年の改訂後、一般教育科目は、人文科学・

社会科学・自然科学の 3 系列にわたってそれぞれ 3 科目以上、全体として 15

科目の授業を必ず用意しなければならないとしていたが、新たに制定された

「大学設置基準」は、人文科学・社会科学・自然科学の 3 系列方式はそのま

ま踏襲しながら、開設科目数については、それぞれ 3 科目以上、全体として

12 科目以上の授業科目を開設するものとした。そして一般教育科目の修得単

位は、「大学基準」においては、3 系列にわたってそれぞれ 3 科目 12 単位以

上、合計 36 単位以上を修得するものとされていたが、「大学設置基準」にお

いては、3 科目以上 12 単位、合計 9 科目以上 36 単位とし、一般教育科目の

うち 8 単位を限って基礎教育科目の単位をもってかえることができるとした

のである。 

 こうした「大学設置基準」の一般教育科目の編成原理は、一般教育科目中

の一部を専門教育の基礎教育として編成する考え方に立って行われたもので

あり、「大学基準」に比べて専門教育重視への傾斜を多分に含むものであった。

この一般教育の編成原理の転換は、理科系とくに工学部系の要求によるもの
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であり、その背景には産業界その他の大学教育再編への強い要求があった。 

 1959（昭和 34）年、国立大学協会（国大協）に一般教育特別委員会が設

置され、1962 年に「大学における一般教育について」が発表された。この「大

学における一般教育について」は、戦後の一般教育の歴史や理念は積極的に

評価されるべきものとしていたが、同時に基礎教育および総合コースの考え

方も強く押し出していた。すなわち、同報告書は、3 系列均等必修という「大

学基準」以来の制度はいちおう是認されるべきであるとしながらも、実際は

一般教育の各科目がそれぞれ独立のものとして存在し、それが完全な自由選

択を許されているのが実態であり、このままでは各一般教育科目は専門教育

への入門や概論となりやすく、一般教育の精神は実質的に失われる傾向にあ

ると指摘し、この弊害を除くためには、大学教育の構成要素をはじめから一

般教育・基礎教育・専門教育の 3 者からなりたつものと考えることが 1 つの

解決策であるとしていたのである。1963 年 1 月の中央教育審議会の答申「大

学教育の改善について」も、こうした国大協の報告書の基調をほぼそのまま

受けついでいた。 

 

九州大学教養部の問題 

 九州大学においては、旧制福岡高校のキャンパスに当時の 5 倍以上もの学

生を収容し、各学部が要求する必修単位数の増加による時間割の過密や、1

年半ないし 2 年間を横に区切った進学制度によって、教養部の教官も学生も

多くの犠牲を強いられていた。一般教育あるいは教養部の問題は、全国の各

大学と同様に、一般教育の大学全体の教育に対する位置づけ、学部と教養部

との格差に端を発していたが、さらに九州大学においては、全国的には利点

とされていた人的・物的資源の相互利用および並列学習が、教養部と学部と

が地理的に離れていることから実行できなかったため、九州大学の教養部は

全国的に指摘されていた欠点の集積の場となっていた。 

 こうした問題を解決する方法は、1 つは新学部発足等による教養部の制度
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改革であり、いま 1 つはキャンパスの統合による現状打開であった。教養部

の制度改革については、1964（昭和 39）年 6 月の評議会に、1965 年度の概

算要求として教養学部設置の構想が提出されたが、評議会の十分な審議に委

ねられないまま、概算要求の期限切れによって取り下げられていた。1967

年 4 月にも教養学部設置のための素案が評議会に提出され、評議会に小委員

会が設けられて検討されることになったが、教養部が当初意図していた 5 月

の概算要求提示期限にはこの時も間に合わなくなった。そして、1968 年から

は、九州大学全体がエンタープライズ寄港問題に始まる大学紛争に巻き込ま

れ、教養部改革の検討も一時中断されることになったのである。 

 
（2）教養課程の改革案 

 
教養課程における最低修得単位数の削減 

1970（昭和 45）年 5 月に発表された大学制度委員会の第二次報告「教養

課程の改革」は、一般教育の改善、一般教育・基礎教育と専門教育との有機

的関連づけ、外国語・保健体育教育の改善等を盛り込んだ具体案を提示して

いた（資料編Ⅱ－551、pp.720-746）。教養部は、1969 年末に企画委員会お

よび教養課程改革委員会を設置して、教養部内の諸問題について検討を行っ

ていたが、この第二次報告には若干の不満を残しながらもおおむね賛成し、

将来計画についての討議を継続することにした。 

 一方、1970 年 8 月には、「大学設置基準」が 15 年ぶりに大幅に改正され、

翌 1971 年 4 月から、大学における教育、とくに一般教育関係の教養課程を

それまで以上に弾力的に編成・展開することができるようになった。企画委

員会と教養課程改革委員会は、大学制度委員会の第二次報告と「大学設置基

準」の改正を考慮して、1970 年 9 月から改革案の作成に着手し、その第 1

段階として教養課程における最低修得単位数について検討を行った。そして、

翌 1971 年 5 月 19 日の教養部教授会において、①一般教育科目の修得単位数
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は合計 36 単位とし、

その内訳は、教養課程

において履修する第一

種一般教育科目 28 単

位、専門課程において

履修する第二種一般教

育科目 8 単位とする、

②進学のための最低修

得単位数は、文科生 59

単位、理科生（医・歯学部を除く）65 単位、医・歯学部生 84 単位とすると

いう、基本線を確認した。 

 教養部は、この案をもとに各学部との話し合いを進めたが、学部の対応は

概して消極的で、話し合いはほとんど進展をみなかった。とくに理科系学部

は専門教育の内容の高度化による基礎教育の必要性を主張して、一般教育・

基礎教育の整理に難色を示し、改革の足並みは必ずしも揃わなかった。 

 しかし、翌 1972 年 2 月 15 日には、評議会において、「教養課程における

最低修得単位数」および新しい「教養部履修要項」が決定し、1972 年度から

実施されることになった。その内容は、①第二種一般教育科目を導入するこ

と、②進学に必要な最低修得単位数を、専門教育科目を除いて、文学部・教

育学部は 59 単位（従来どおり）、法学部、経済学部は 55 単位（4 単位削減）、

理学部は 61 単位（4 単位削減）、薬学部は 65 単位（従来どおり）、工学部は

65 単位（9 単位削減）、農学部は 65 単位（2 単位増加）、医学部・歯学部は

84 単位（従来どおり）とすること、③理科系学生に対する一般教育科目と基

礎教育科目とをはっきり区分し、基礎教育科目の最低修得単位数を理学部は

12～18 単位、薬学部・農学部は 18 単位、工学部は 22 単位、医学部・歯学

部は 30 単位とすること、④そして 3 か年を経過した時点で再検討をするこ

と、であった。これによって教養課程におけるカリキュラムの過密状態はあ

図 10-13 教養部 
出典：『九州大学一覧 総括編』1974 年度。 
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る程度解消されることになったが、根本的な解決にはなおほど遠いものがあ

った。 

 5 年後の 1977 年、学長の私的諮問機関の一般教育問題懇談会は、依然と

して教養課程は過密であるとして、科目の整理、削減の必要性を学長に答申

した。これにもとづいて教養部内および教養部と各学部との間で検討が行わ

れたが、理・薬・農の各学部で 2～3 科目の整理が実現したに過ぎなかった。 

 

第二種一般教育 

 大学制度委員会の第二次報告は、一般教育科目の最低修得単位数の削減と

ともに、一般教育の充実のため、専門課程における第二種一般教育の開設と

教養課程における専門教育の開設を提案していた。その趣旨は、ほぼ次のよ

うなものであった。すなわち、現行の教養課程におけるように、きわめて平

均的かつ画一的な方法での一般教育の実施は、その本来の目的からすればき

わめて不満足なものであり、新たに一定程度の基礎的教育および専門教育を

修得した者が履修することを前提とし、個々の専門分野で修得した内容を相

互の関連性において自ら総合する能力を養うことを目的とする「第二種一般

教育」を設ける。その総単位数は 8～12 単位が適当であり、そのうち 4 単位

分は全学的基盤で設定し、他の 4～8 単位分については、各学部あるいは学

部群単位で、それぞれの専門分野に共通する問題について講義テーマを設定

するというものであった。 

 教養部はこの第二種一般教育について、この構想そのものが一般教育の、

ひいては大学教育の不徹底な改革に終わらせるとしながらも、全学の改革に

向けての状況を判断するなかで、第二種一般教育という限られた範囲ではあ

っても、学部教官がそれに参加し担当することによって一般教育の意義が実

践的に認識される可能性があることを期待して消極的賛成の立場をとってい

たが、1971（昭和 46）年の夏以後、各学部と教養部の間で精力的な交渉が

進められ、1972 年 2 月 15 日の評議会で一応の結論に達した。 
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 その内容は、1972 年度の新入学生から、法学部・経済学部・理学部・薬学

部・工学部・農学部の 6 学部が教養課程で専門教育科目（4 単位、工学部は

2 単位）を実施し、同じく法学部・経済学部・理学部・薬学部・工学部・農

学部の 6 学部が専門課程で第二種一般教育科目（4 単位、工学部は単位未定）

を実施するというもので、薬学部と工学部とは 1972 年度入学生が 4 年次生

となる 1975 年度から、理学部と農学部は学部の事情によって 1974 年度後期

から、そして法学部と経済学部とは 1973 年度後期から開講するというもの

であった。教育学部・医学部・歯学部の 3 学部は、当面は第二種一般教育を

実施しないが、今後とも実施の方向で検討することとした。その後、教育学

部は 1975 年度の入学生から、法学部等と同様に必修として第二種一般教育

を課すこととなり、1977 年度から開講することになった。医学部と歯学部が

第二種一般教育を実施しなかったのは、「大学設置基準」で、「医学又は歯学

の専門の課程に進学するための課程に入学した者にあっては、修得すべき一

般教育科目等の単位は、進学の課程において修得することとする」（第 33 条

第 2 項）と定められていたからであった。文学部は、第二種一般教育を採用

しなかった。 

 しかし、第二種一般教育科目の教育課程については、まだ具体的な事項が

決定されておらず、その実施について必要な事項を早急に審議する必要があ

った。このため、1972 年 5 月 23 日、評議会は一般教育（第二種）委員会（仮

称）設立準備委員会を設置し、その答申を受けて、9 月 12 日に一般教育（第

二種）委員会を設置した。 

 一般教育（第二種）委員会はその後、約 1 年間にわたって、一般教育（第

二種）を実施する責任母体（単位を認定する教授会）をどこにするか、非常

勤講師の発令を上申する部局をどこにするか、専門教育科目を第二種一般教

育科目に流用または指定する場合の認定はどこがするか、などについて審議

を重ねるとともに、各学部ごとに具体的に実施すべき講義テーマを揃える作

業を並行して進め、1973 年 7 月 20 日の評議会にその結論を報告した。 
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 その内容は、①第二種一般教育科目の単位は教養部教授会において認定し、

その結果を当該第二種一般教育科目の実施学部に通知する、②専門教育科目

と第二種一般教育科目は別立てが望ましいが、各学部の事情からどうしても

やむを得ない場合、流用または指定を認めるかどうかは、その都度本委員会

において了承するものとする、③非常勤講師の発令に関する上申は教養部に

おいて行う。ただし、教養部または学部の教官について起こる過重負担の問

題については善処する、というものであった。 

 この報告は、10 月 16 日の評議会で了承され、1973 年度後期から、法学部

で「イギリスの言語と社会」（2 単位）と「自然科学と環境」（2 単位）、経済

学部で「情報管理論」（2 単位）と「社会経済思想」（2 単位）が第二種一般

教育科目として開講され、これと並行して教養課程における専門教育も開始

された。 

 
 
第 2 節 総合学部構想の挫折 
 
（1）総合学部構想の登場 
 
教養部在学年限短縮案 

 1972（昭和 47）年 9 月、将来計画小委員会は、教養部や大学院等の改革

案を示した第一次報告「研究・教育体制について」（資料編Ⅱ－552、

pp.777-794）を提出し、評議会は、この取り扱いについて審議した結果、ま

ず「教養部・学部」の項目について検討を行うこととした。 

 第一次報告は、教養部の改革について、a 現在の教養部を存続し、一般教

育と専門教育の相互乗り入れを強化する、b 学生は入学と同時に各学部に所

属し、全在学期間を通じ、一般教育と専門教育を行う。そのため現行の教養

部は廃止し、新たに「総合基礎学部」（仮称）を設置する、c 学生は入学と同
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時に各学部に所属し、一貫教育を行う。そのため現行の教養部は廃止し、教

養部教官は各学部ないし新設の適当な研究・教育機関に分属する、の 3 つの

案を提示していた。 

 1973 年 5 月、九州大学は春日原の米軍基地跡地への全面移転を断念し、

教養部の改革も当面六本松キャンパスの利用を前提としなければならなくな

った。このため池田數好学長は、8 月 24 日の将来計画小委員会において、従

来の a・b・c 三案に加えて、新たに 1 年半の教養部在学期間（医・歯学部は

2 年）を、可能な学部から 1 年にするという「教養部在学年限短縮案」を d

案として提案し、教養部にその検討を求めた。これは、春日原基地跡地への

移転統合案が白紙撤回されたことによって、現有キャンパスの有効利用を念

頭において一貫教育実現の方向をとらざるを得なくなったことから、教養部

在学年限 1 年半は、教育指導・学生管理の面から調整の必要性が考えられ、

キャンパスの有効な利用という点からも不合理であるとして提案されたもの

であった。 

 教養部は 9 月 12 日の教官会議において、教養部一年制問題検討会を設け

てこの問題を検討することにし、検討会は前後 4 回にわたって 1 年制問題を

中心に教養部改組をめぐる諸問題を検討した。その結果、検討会は企画委員

会の発議にもとづいて、教養部将来計画に関する新委員会を設置することを

決定し、11 月 21 日の教官会議において、「研究、教育の組織を新時代の学術・

文化と社会情勢に即応するように改め、学部に類する新しい組織の設置を計

画立案する」ことを任務とする、教養部改組委員会が設置された。 

 池田学長の提案した「教養部在学年限短縮案」は、専門教育の充実を求め

る学部側では、おおむね好意的に受け止められたが、移転統合で学内が一体

になることによって格差是正に向かうものと期待していた教養部は、「学生の

収容力という物理的側面だけが強く出ている」「教育面の配慮が欠ける」「一

般教育部門を軽視し、批判の強い筑波大学の方向を志向するもの」などとし

て、必ずしも肯定的ではなかった。 
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 1974 年 6 月 4 日、将来計画小委員会は、第一次報告提出後の意見を集約

した「将来計画小委員会第一次報告の補遺」を評議会に報告した（資料編Ⅱ

－554、pp.795-808）。教養部の改革については、第一次報告で示された a・

b・c 3 案とともに、新たに加えられた d 案を検討し、それぞれの長所と短所、

問題点が列挙されていた。 

 

総合学部構想 

 教養部改組委員会は、1974（昭和 49）年 2 月 13 日、新学部の設立、教養

課程 1 年制、進学制度の廃止等の改革の基本方針を打ち出し、教官会議もこ

れを了承した。そして 3 月 1 日には、さらに改組を推し進めるため新改組委

員会を発足させた。 

 新たに発足した改組委員会は、教官会議の意向が全構成員の参加を条件と

する学部に類した新組織への改組であることを確認し、7 月 17 日の教官会議

に、国際文化学科・環境科学科・基礎科学科の 3 学科からなる新学部教育組

織の第一次案を提案した。そして、7 月 31 日と 8 月 17 日の教官会議での討

議を経て、9 月 14 日の教官会議に「教養部の現状と改組の方向」「教養課程

改革案」「専門講義科目表」を提案した。 

 この時提出された「教養課程改革案」の要点は、①教養部を廃止し、一般

教育委員会を設ける、②学生は入学と同時に各学部に所属する、というもの

であった。改組委員会は、教養部が教養課程教育の担当部局とされたこと、

および前期課程と後期課程に大学教育が分断されていることを教養部問題の

根源ととらえて、この「教養課程改革案」を作成したのであったが、教官会

議では、①一般教育を全学の分担とすることは、現実問題として一般教育の

形骸化をさらに悪化させる、②キャンパス統合が実現しない限り、学生の入

学時分属は、他に代わるべき担当部局を持たない学科の負担過重をまねく、

③原案では、全員の格差なき参加が保障されない、などの反対意見が出され

た。このため、「教養課程改革案」はその修正を余儀なくされ、10 月 19 日の
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教官会議に、六本松キャンパスにおける初年次教育および一般教育委員会を

骨子とし、一般教育、外国語教育、保健体育教育および専門基礎教育の担当

をそれに伴って修正した「教養課程改革案（修正案）」を提出し、同月 30 日

の教官会議において大筋で了承された。 

 その後改組委員会は、翌 1975 年 1 月 8 日の教官会議において、従来の 3

学科に言語文化学科を加えた 4 学科として作業を進めることを確認し、原案

の練り直しと整備・調整作業を行い、①国際文化学科に国際社会コースを追

加して 5 コースとする、②言語文化学科に言語情報コースを追加して 5 コー

スとする、③基礎科学科の名称を総合自然科学科に改めて 1 コース制とし、

専攻分野として考究課題をおく、との修正案を作成し、教官会議の了承を得

た。新学部の名称は、教官会議での投票によって総合学部と決定された。改

組委員会は教官会議の結論をもとにさらに作業を継続し、4 月 30 日、「総合

学部構想」として 2 章からなる新学部案をまとめた。 

 将来計画小委員会は、教養部改組委員会から提出されたこの改革案を検討

し、一般教育の取り扱いと総合自然科学科だけが単一コース制をとる点につ

いて教養部案の修正を求めた。これに対し教養部は、一般教育については当

面新学部が基本的責任を負うこととし、総合自然科学科については他学科に

ならって 1 コースを 5 コースに改める案を作成した。 

 このようにして、1975 年 6 月 10 日、将来計画小委員会は、第二次報告「「総

合学部」構想」を評議会に提出した（資料編Ⅱ－555、pp.808-819）。この「「総

合学部」構想」は、従来の人文・社会・自然の各分野を総合しつつ、それを

現代ヒューマニズムの基調にたって再編成し、現在から未来にむけての人間

社会の発展に創造的に適用していくことを目指すところの新しい研究・教育

の体系として、総合学部の設置を提案したものであった。総合学部には、総

合自然科学科、環境科学科、国際文化学科、言語文化学科の 4 学科が置かれ、

総合自然科学科は科学基礎論、物質科学、生物科学、地球科学、数理科学の

5 コース、環境科学科は都市科学、福祉科学、健康科学、自然環境科学の 4
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コース、国際文化学科は日本文化、アジア文化、英米文化、ヨーロッパ文化、

国際社会の 5 コース、言語文化学科は英語、ドイツ語、フランス語、中国語、

言語情報の 5 コースから構成され、学生定員は 1 学年 160 人となっていた。 

 
（2）総合学部構想の挫折 
 
総合学部構想の挫折 

 その後教養部改組委員会は、1975（昭和 50）年 6 月 18 日の教官会議に、

「「総合学部」構想」をさらに充実させ、総合学部発足に伴う教養課程教育の

問題を検討するため、5 部会からなる設立準備委員会を設置することを提案

した。8 月 16 日に発足した総合学部設立準備委員会は、新学部カリキュラム

案の具体化と一般教育の責任体制の検討を進めることになったが、この頃に

なって政令指定都市には学部の新設は認めないという文部省の方針が伝えら

れ、1976 年度の概算要求は見送られることになった。 

 しかし教養部は、文部省の意向にかかわらず、総合学部構想以外に抜本的

改革の途はあり得ないという基本認識を確認し、改革案の検討を続けた。設

立準備委員会は、1976 年 6 月までに各部会の報告を作成し、改組委員会は

その報告を取りまとめて「総合学部カリキュラム案」を作成して、8 月 17

日の教官会議に提案した。 

 この間、武谷健二学長は教養部改組委員会の委員長とともに、たびたび文

部省を訪ねて折衝を重ねたが、その過程において総合学部案は実現不可能で

あることがしだいに明らかになり、1977 年度の概算要求も見送られることに

なった。しかし、設立準備委員会を中心とする教養部の作業はその後も継続

され、12 月には改組委員会は各部会から提出された第二次報告の取りまとめ

を行い、総合学部カリキュラム第二次案を作成した。そして改組委員会は、

一応の任務を完了したとして、1977 年 2 月に、それまでの作業を要約した

「教養部改革の経緯と問題点」を刊行して解散した。 
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 1977 年 1 月 11 日、武谷学長は総合学部の設置は絶望的となったことを将

来計画小委員会に報告するとともに、教養部を主たる対象としながらも必ず

しも教養部のみに限定することなく、全学的な観点から教養部の改革につい

て検討するため、将来計画小委員会に学部 5 名・教養部 5 名の委員からなる

ワーキンググループを設置することを提案し、了承された。 

 

学生増募問題 

九州大学では、これ以前から高度経済成長政策の実施に伴って、工学部を

中心に学科の増設や学生定員の増加が続いていたが、こうした学生定員の増

加は、それまでも十分でなかった教養部の人的・物的条件をさらに悪化させ

ることになった。教養部の教室の稼動率は、1975（昭和 50）年度前後は 92%

であったが、1976 年には歯学部の 20 人増員によって 96%となり、少人数の

語学教育が大教室で行われたり、前後に黒板のない教室で数学の授業が行わ

れたり、学生が廊下にはみ出す「立ちんぼ授業」が常態化していた。体育実

技についても、すでに運動場の適正使用人員 180 人を数十人も超えており、

クラス全員が同時に実技を行えば、過密のため怪我人が出るおそれさえあっ

た。 

 このため教養部では、1977 年度に経済学部経済学科の新設と学生定員の

20 人増員が計画されたのを機に、1976 年 9 月 8 日の教務委員会において、

歯学部・経済学部の学生定員増の件について検討が行われた。教務委員会は、

こうした事態が生じるのは、学生増募や学科新設について、事前に教養部に

十分な連絡がなされていないからであると指摘し、技術的にみても、とくに

経済工学科新設による 20 人の増員は 1 クラス増が避けられず、これらの学

生に理科系の数学を必修として義務づければ、語学、保健体育理論と合わせ

て初年度 34 コマ・16 教室、次年度には 48 コマ・22 教室が新たに必要とな

り、時間割編成はもはや物理的に不可能である。またカリキュラム編成上か

らも、教室の稼動率がすでに 94%になっていることから、現状のままでは受
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け入れはほとんど困難または不可能であるとの答申を提出した。 

 これをうけて教養部は、9 月 16 日に教養部長あての教務委員会の答申を学

長に提出し、これにもとづいて教養部長と学長との意見の交換が行われ、学

生増募については学長の諮問機関である小委員会を設けて全学的見地から検

討することとなった。その結果、教養部の条件の改善なしには学生定員増は

行わないという全学的なコンセンサスの成立をみることになった。 

 
 
第 3 節 一般教育の改善 
 
（1）一般教育の改善 
 
総合科目 

 学生に広い知識と高い教養を身に付けさせるため、人文科学・社会科学・

自然科学の 3 系列に分けて一般教育を実施することは、新制大学の 1 つの特

色であったが、各分野の学問を体系的・総合的に把握することを困難にする

という欠陥を持っていた。総合科目は、こうした欠陥を補うために考え出さ

れた科目であり、大学基準協会が一般教育の普及をはかるために、1949（昭

和 24）年 7 月と 1951 年 9 月に刊行した「大学における一般教育」には、す

でに総合科目が取り上げられ、コースプランの試案なども示されていた。し

かし、発足して間もない新制大学には、総合科目を試みる余裕はなく、1956

年に文部省が制定した「大学設置基準」は、総合科目を認めなくなっていた。

しかし、いくつかの大学では広領域を含む統一テーマについて、総合コース

とか総合科目と称して、関係分野の教師が数名で分担して授業を行う先行的

な試みがなされていた。 

 こうしたなかで、九州大学の教養部においても、総合科目開設の必要性が

一部の教官から熱心に主張され、1965 年 10 月 13 日の教授会において、1965
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年度後期から試験的に総合科目開設を実施することが決定された。1965 年度

後期の総合科目は、クラス人数の少ない教育学部志望学生を対象に、「近代の

社会と人間」（2 単位）の題目で開講され、翌 1966 年度からは特設科目とし

て実施されるようになったが、まだ法令にもとづく正規の開設科目ではなか

った。 

 しかし、1970 年 8 月に「大学設置基準」が改正され（1971 年 4 月 1 日施

行）、総合科目が正規の開設科目として認められるようになると、1972 年 1

月 26 日の教授会で、総合科目実施の立案を行う総合科目委員会が設置され、

1972 年度から正規科目として実施されることになった。1972 年度の講義題

目は、前期が「言語」「部落解放論」「実験論」の 3 科目、後期が「英米文化

論」「部落解放論」「自然とエネルギー」「人間行動の科学」の 4 科目であっ

た。当初、総合科目は 1 科目（2 単位）しか修得できなかったが、1972 年

12 月 20 日の教授会において、2 科目（4 単位）まで認められるようになっ

た。その後、総合科目は年度ごとに開講科目を増し、大講義室に収容し切れ

ない科目も続出するようになった。 

 

九州地区国立大学間合宿共同授業 

 合宿共同授業は各大学の学生と教官が寝食をともにしながら研修すること

によって、学生と教官ならびに大学間の交流を深め、かつ同一テーマについ

て多面的な授業を進めることを目的とした一般教育の形態である。 

 1976（昭和 51）年 7 月 17 日の教授会において、武谷健二学長の意向をう

けた奥田八二
は ち じ

教養部長から、永井道雄文部大臣の構想である各大学間の共同

ゼミ（授業）について、その実施方法について総合科目委員会および改組委

員会で検討することにしたいと提案があり、総合科目委員会は 9 月からその

具体案の作成にかかった。そして同年 10 月に大分大学で開催された九州地

区大学一般教育研究会において、九州大学・佐賀大学・長崎大学・熊本大学

の 4 大学の間で実施の合意が成立し、同月の九州地区国立大学教養部長会議
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で正式議題として提案された。この席で鹿児島大学と琉球大学も参加希望を

表明したので、参加校をこの 2 校を加えた 6 校とすること、および今回の計

画と実施には九州大学があたること、などの合意が成立した。当番校となっ

た九州大学は実施要項をまとめて関係大学に通知し、各大学は参加教官と講

義題目および参加学生を決定した。 

 このようにして、1977 年 3 月 9 日から 12 日までの 4 日間、島原市の九州

地区国立大学島原共同研修センターにおいて、「戦後世界における日本」をメ

インテーマに、第 1 回合宿共同授業が実施された。参加者は 6 大学の教官 10

名・事務官 8 名・学生 84 名で、九州大学からは教官 5 名・事務官 4 名・学

生 28 名が参加した。九州大学では合宿共同授業に参加した学生にはレポー

ト提出によって総合科目 2 単位が与えられた。 

 第 2 回合宿共同授業は、同年の夏季休暇中の 7 月 11 日から 15 日までの 5

日間、大分県玖珠郡九重町筋湯の国立大学共同研修所で開かれた。第 2 回以

後は野外講義あるいは登山が加えられた。第 3 回の 1978 年からは新たに宮

崎大学・宮崎医科大学・大分大学・九州芸術工科大学の 4 大学が加わって参

加校は 10 校となり、さらに第 4 回の 1979 年からは福岡教育大学・九州工業

大学が加わって 12 校となった。また、第 4 回からは参加学生の増加によっ

て合宿共同授業は 2 か所で行われることになり、第 4 回は九州大学主催の九

重共同研修所と熊本大学主催の朝日高原福祉センターで同じ時期に同じテー

マで行われた。 
 

教養部ゼミナール 

 九州大学の一般教育の改善において、いわば素材面での改善として取り入

れられたのが、第二種一般教育と総合科目であったとすれば、「ゼミナール」

は、方法の改善の 1 つとして位置づけることができる。教養課程におけるゼ

ミは、1975（昭和 50）年前後から多くの国立大学で実施されるようになり、

九州大学においてもその頃実施の検討が行われたが、施設や時間割等、諸種
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の障害があって見送られていた。 

 こうした障害はその後も解決されたわけではなかったが、一般教育の改善

を目指す第三次改組委員会の提案によって、1981 年度前期から「教養部ゼミ

ナール」が試行的に始められることになった。1981 年度のゼミナールの開講

数は、前期 31・後期 3 で、開講時間は週 1 回（月・火・木・金の 5 限）、各

ゼミナールの受講生数は最高 20 名までとなっていた。各ゼミナールは、特

定の学部・学科の学生ではなく、文科・理科をとわず教養部全体の学生を対

象としていたが、対象学生は、前期は 2 年生、後期は 1・2 年生となってい

た。また、試行分のゼミナールは取得単位として認められなかったが、この

ゼミナールの試行が一応の成功をおさめたことにより、翌 1982 年度から本

実施に移されることになった。 

 

学科目の増設 

 従来、学生定員増に見合う教養部教官定員の増員の多くは自然科学系や外

国語にまわされていたが、教養部改組の進展にしたがい、改組とからみ合わ

せて、既存学科に含まれない新学科の教官の採用にあてられるようになった。

こうして、1975（昭和 50）年度にロシア語、1977 年度に文化人類学と情報

科学、1979 年度に国際関係論がそれぞれ開設された。 

 一方、九州大学の教養部の学科目は、1964（昭和 39）年 2 月 25 日の「国

立大学の学科及び課程並びに講座及び学科目に関する省令」（文部省令第 3

号）の制定によって、哲学、心理学、歴史学、人文地理学、文学、日本語・

日本事情、法律学、政治学、経済学、社会学、社会思想史、数学、物理学、

化学、地学、生物学、図学、英語、ドイツ語、フランス語、中国語、保健体

育の 22 学科目と定められていたが、1974 年に統計学、1976 年にロシア語

が増設されて 24 科目となった。しかし、1978 年に健康科学センターが設置

されたため、保健体育が廃止されて 23 学科目となった。 
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（2）留年問題 
 

 教養部の留年率は、昭和 20 年代には、1953（昭和 28）年と翌 1954 年に

10%を越えたことがあったが、昭和 30 年代は 10%以下で、6%から 9%の状

態が続いていた。しかし工学部を中心とする大学の拡充がピークを向かえた

1964 年頃から急激に留年率が上昇し、10%を越えて 15%近くを推移するよ

うになった。この留年率の上昇は、理科系とくに工学部と理学部の留年の増

大によるもので、文科系の留年率は昭和 30 年代とほとんど変わらなかった

が、理科系は文科系の約 2 倍からそれ以上の 20%近くに達していた。 

 その後、教養部の留年率は、1968 年から翌 1969 年の大学紛争を機に急激

に増大し、1970 年以降は 20%を越え、「学費値上げ反対スト、定期試験ボイ

コット」などが続いた 1973 年には、32.2%（750 人）と最大に達した。この

ため教養部では、1972 年 10 月に留年問題委員会が「留年問題に関する答申

書」を刊行し、翌 1973 年から 6 年間にわたって組織的な留年予防対策を実

施した。その結果、留年率は 1973 年をピークに年々下降線をたどり、1978

年には 15.2%とピーク時の半分にまで減少した。 

 しかし、1979 年からはふたたび増大に転じ、翌 1980 年には一挙に 20.3%

にはね上がった。このため教養部は、1982 年春に教養部の全学生の単位取得

状況をはじめてチェックし、550 人を対象に指導したが、結局 1982 年の留

年率は 22.4%と、1981 年の 19.8%を上回り、その後も 20%前後を推移した。 

 教養部の留年者は、以前は家からの仕送りが少ないためアルバイトに追わ

れたり、学生運動で試験そのものを受けなかったりする者が中心であったが、

この頃になると、遊ぶための資金を得るためにアルバイトをして講義に欠席

する学生がいる一方で、授業にも出席し、試験も受けながら留年するという

現象が出てくるようになった。 
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（3）建物の整備 

 

 教養部の建物は、大学紛争がほぼ鎮静化した 1970（昭和 45）年度に、理

科系教室の施設整備で残されていた四号館の新築に着工し、翌 1971 年 3 月

に鉄筋コンクリート 3 階建 3173m2が竣工した。1972 年 3 月には体育館鉄筋

コンクリート 2 階建 3312 m2が竣工した。 

 1976 年 4 月には、1952 年に建てられた木造の物理学の学生実験室が取り

壊され、その跡に同年 12 月、二号館の増築 1353m2 が竣工した。これによ

って、物理学および化学科の教官室の不足、実験室の仮住まいが解消された。

1978 年 4 月には四号館の増築鉄筋コンクリート 3 階建 1205m2が完成し、

1952 年に建造された木造モルタル塗りの地学教室が取り壊され、地学教室は

四号館の 1・2 階に移転した。1980 年 2 月には附属図書館教養部分館 3 階建

5155m2が新築され、本館および一号館の空調が設備された。1983 年 12 月

には門衛所 39m2が竣工し、翌 1984 年 2 月には六本松地区課外活動共用施

設 2720m2が竣工した。1987 年 3 月には教養部講義棟 2486m2が竣工し、翌

1988 年 3 月には同講義棟 1070m2の増築が竣工した。 

 
 
第 4 節 共通一次試験の導入 
 
（1）入学試験制度改革の試み 
 
新制大学の入学試験制度 

 戦前における大学入学試験は学科試験が中心であり、志願者が入学定員を

越える場合に大学が適宜試験科目を定めて試験を実施していた。しかし、旧

制の高等学校の入学定員は帝国大学の入学定員とほぼ等しく、大学入学試験

はそれほど激しいものではなかった。これに対し、帝国大学進学に直接つな
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がる高等学校への入学試験はかなり激しく、それに伴って生ずるさまざまな

弊害を是正するためしばしば改善策が実施された。 

 敗戦後の 1946（昭和 21）年 12 月、米国教育使節団の勧告にもとづいて文

部省に委員会が設けられ、翌 1947 年 3 月、高等専門学校進学希望者全員を

対象に知能検査が実施された。この知能検査は、1948 年には進学適性検査と

改称され、内容も一般知能検査の性質に加えて文科・理科のどちらに適する

かを検出する内容となり、国公立大学・高等専門学校等、高等教育機関に進

学を希望する者全員に、当該大学の入学試験とは切り離して実施された。

1949 年の新制大学発足後も、この方法はそのまま踏襲され、入学者の選抜に

は進学適性検査と個々の大学が実施する学力検査の 2 つが課されることにな

った。 

 進学適性検査は、従来の学力検査偏重の弊害を除去することを目的として

実施されたものであったが、その科学的分析結果が発表されなかったため、

出題および結果の妥当性について十分な信頼が得られず、大学側は選抜にあ

たってこの結果を積極的に利用しなくなった。また、高校側からも学力検査

とあわせて二重負担となり、高校教育に支障が生じるとの批判が出され、

1953 年には全国高等学校長協会が進学適性検査の廃止を決議した。このほ

か、国立大学協会（国大協）等でも廃止が議論されたため、文部省は委員会

を設けて検討し、同年 12 月に国が一斉に行う進学適性検査は 1954 年度限り

で廃止することが決定された。 

 

能研テスト 

 1954（昭和 29）年 11 月、中央教育審議会（中教審）は「大学入学者選考

およびこれに関連する事項についての答申」を文部大臣に提出した。答申は、

大学入学試験の方法について、「学力検査については、大学において、なるべ

く多くの学科につき高等学校学習指導要領に基き出題し、その要領の範囲を

逸脱するような高度の知識を要求することを避けるとともに、高等学校にお
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いては、生徒が受験準備のため、正常な授業を放擲し、受験勉強に専念する

ことのないようにすること」と述べ、「学力検査については、一案として、国

が全国いっせいにこれを行い、その合格者をして各大学に志願せしめる方法

を調査研究すること。この場合において、公私立大学の参加は自由とする」

という提言を行っていた。 

 1960 年 5 月に「大学教育の改善」について諮問を受けた中教審は、1962

年 10 月に「大学の設置および組織編成」「大学の管理運営」とともに「大学

入学試験について」の中間報告を行った。報告は、 

大学入学制度の目的は、経済的な条件その他に妨げられることなく、広

く国民各層の間から真に大学教育を受けるにふさわしい適格者を選び、

個人の志望、国家・社会の要請等を勘案し、大学においてその資質能力

を発展させることにある。したがって、大学入学者選抜制度の問題は、

適格者を選ぶための科学的な方法を研究し実施するとともに、選ばれる

適格者がその志望、適性に応じた大学に進学するよう公正な方途を確立

することがその核心である。 

と述べ、大学入学者選抜制度の改善方策として、①学習到達度と進学適性を

活用する制度の確立、②テストの研究・実施のための機関の設置、③テスト

の結果の利用、④大学相互間および高等学校と大学との連携強力、⑤進路指

導と進学志望者の負担の軽減、⑥テストの実施についての経過措置、を提言

し、テストの研究・実施のための機関については、「さしあたり財団法人とし、

高等学校教育と大学教育との要請がじゅうぶん調整されるため、高等学校関

係者と大学関係者を中心とし、その他学識経験者、文部省関係者を加えて組

織運営されるものとする」と述べていた。 

 この中間報告を受けた文部省は、翌 1963 年 1 月に財団法人能力開発研究

所を設立し、能力開発研究所は、同年 11 月 16 日と 17 日の 2 日間にわたっ

て、希望者を対象に全国で第 1 回の統一テスト（能研テスト）を実施した。

このテストは、大学入学試験制度改善の検討資料とするため、とりあえず同
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年度から 3 年間の予定で試験的に行い、大学入学後も追跡調査を行って、で

きれば 4 年後から実際に利用しようというものであった。 

 しかし大学側は、1964 年春以降、1966 年度からの実用段階になっても当

分、能研テストは参考にしないとの態度をつぎつぎに表明し、能研テストの

受験を要件とした大学は、もっとも多かった 1967 年度においても、国立大

学・公立大学各 1 校しかなく、ほかに推薦入学に関して要件とした大学が国

立大学 2 校・公立大学 1 校・私立大学 3 校あったにすぎなかった。能研テス

トの受験者も、1963 年には学力テスト 33 万人、進学適性テスト 28 万人が

受験したが、年を追うごとに受験者は減少し、結局 1968 年秋に実施された

のを最後として能研テストは中止され、能力開発研究所も 1969 年 3 月をも

って解散した。 

 

推薦制度の実施 

 この間、文部省は 1965（昭和 40）年 8 月に、大学入試制度の改善をはか

るため、在学中の成績ランク ABCDE に加えて、高校長がとくに責任をもっ

て推薦できる生徒にはマル A を記入させ、大学側もこれに特別の考慮を払う

ように通達した。 

 九州大学は、福岡県内の県立高校長会から推薦制採用の強い要望があった

ことなどから、同年 10 月 4 日の入学試験審議会で、翌 1966 年 3 月の入学試

験からマル A の推薦を受け付けることを決定し、合否の線上にある場合にか

ぎってこれを考慮することにした。1966 年 5 月に、九州大学教養部で開か

れた九州地区国立大学・公立高校第 1 回連絡協議会では、高校側が来春の入

試からは各大学ともマル A 推薦を重視してほしいと要望したのに対し、大学

側はできるだけ考慮するとしながらも、学校差の問題などがあってマル A 推

薦はまだ信頼できないという意見が大勢を占めていた。 

 1968 年 9 月 27 日、九州大学は入学試験追跡調査委員会を設置し、1969

年度で一応のテスト段階を終わるマル A 推薦制について、マル A 生の入試時
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の成績と入学後の学業成績、さらに高校生時代の成績の関係を調査すること

にした。九州大学では、1968 年度の受験者中マル A 生は 288 人で、このう

ちの 87.2%にあたる 251 人が合格した。1966 年度の合格率は 66.9%、1967

年度は 65.54%であり、1968 年度の合格率は高くなっていたが、調査によれ

ばマル A の信頼度は低く、1970 年度からはマル A 推薦制を廃止することを

決定した。 

 また九州大学では、1967 年度から従来の選択科目制を廃止して、外国語を

除く全科目（国語・社会・数学・理科）を指定制にしていたが、学内外から

得意な学科で受験できず、他の大学へ流れる傾向もあるという意見が出され

ていた。このため、1968 年 9 月 24 日の入試審議会で、全科目指定制を再検

討する小委員会を設けて検討を進めた結果、社会と理科の 2 教科については、

1970 年度の入試から科目の自由選択制に改めることにした。 

 

入学主幹の設置 

 1973（昭和 48）年 3 月 31 日、文部省訓令第 5 号をもって、「国立大学の

事務局等の部及び課に関する訓令」の一部を改正する訓令が公布され、4 月

1 日から学生部に入学主幹が設置された。入学主幹には入学試験掛が置かれ、

入学者選抜に関する事務を担当することになった。これに伴い、同年 7 月 10

日の評議会において、かねてから懸案となっていた入学試験実施委員会委員

長の問題が審議され、それまでの教養部長にかえて学生部長を同委員長にあ

てることが了承された。その後、1986 年 4 月 1 日には入学主幹が廃止され

て入試課が設置され、入試課に入学試験掛と教務掛の 2 掛が置かれることに

なった。 

 ところで九州大学は、新制大学として発足した 1949 年以来、入試合格者

の発表は、学内に学部別合格者の氏名を発表するとともに、報道機関に対し

ては氏名のほか出身高校名、高校の所在都道府県名を記入した資料を慣例的

に配布してきた。しかし、高校名の発表がいたずらに学校格差をあおり、週
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刊誌の特集記事など過

度の受験競争をもたら

しているとして、1976

年度からはこの資料も

学部別氏名だけにし、

同姓同名などまぎらわ

しいものは併せて受験

番号を公表することに

した。 

 翌 1977 年度からは、合格者の発表は電子計算機を導入して受験番号で行

うことになった。それまでは原簿から 2000 人を超える合格者氏名を書き写

すのに、職員が 10 人がかりで徹夜作業になっていたが、これによって、従

来の氏名発表の場合とほぼ同じ大きさの数字が約 1 時間で印刷されることに

なった。受験番号による合格者発表は、事務量の軽減化をはかることを主な

目的としたものであったが、過度の受験競争を抑制する意味も含まれていた。 

 
（2）共通試験構想 
 
共通試験構想 

 能力開発研究所が解散した 1969（昭和 44）年の 12 月、中教審の大学入試

合同小委員会は、共通学力テストをふくむ大学入試制度改革構想を審議して

いた。この構想は、翌 1970 年 1 月 12 日に発表された中教審第二六特別委員

会の中間報告「高等教育の改革に関する基本構想試案」の「大学入学者選抜

制度の改善の方向」において、高等学校間の評価水準の格差を補正するため

の方法としての共通テストの開発と活用として提言された。 

 また国大協は、1970 年 11 月の第 47 回総会において、第二常置委員会が

提案した「大学入試制度改革案について」を了承し、国大協として国立大学

図 10-14 合格発表（1971 年、於正門横） 
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共通第一次試験の実施の可否、方法等を検討していくことを決定した。そし

て、翌 1971 年 2 月の理事会において入試調査特別委員会を設置した。同特

別委員会は同年 3 月に第 1 回委員会を開催し、能研関係者をはじめ東京大学

入試制度委員会、その他各方面の意見を聴いて検討を進め、1972 年 9 月に、

共通第一次試験の基本構想・利用方法・今後の方策などについてまとめた「全

国共通第一次試験に関するまとめ」を作成し、これを各大学に送付して意見

を求めた。 

 この間、文部省の大学入学者選抜方法の改善に関する会議は、1970 年 12

月 16 日に、長期的展望に立った大学入学者選抜方法改善策の検討結果を取

りまとめた「大学入学者選抜方法の改善について」の中間発表を行った。報

告は、大学入学者選抜方法改善の具体的な方策として、①調査書の改善、②

共通学力検査の実施、③大学における入学者選抜事務処理体制の整備、④高

等学校における進路指導担当教官の充実などを提言し、共通学力検査の実施

については、「両者（大学側と高等学校側）の緊密な協力により、高等学校学

習指導要領に準拠して基礎的理解力と応用的能力をじゅうぶんに検出できる

ような全国的規模の共通学力検査を実施することが望ましい」としていた。

大学入学者選抜方法の改善に関する会議は、翌 1971 年 12 月、中間報告とほ

ぼ同内容の「大学入学者選抜方法の改善について」の最終報告を文部大臣に

提出した。 

 

共通一次試験の調査研究 

 このように大学入学試験に関して各方面から共通試験構想が出されるなか

で、文部省は、1973（昭和 48）年度予算に 5000 万円を計上し、入試調査委

託費として国立大学協会に交付する方針を立てた。国大協は新たに入試改善

調査委員会を設置してこれを受け入れ、共通一次試験の実施方法、標準問題

の作成、コンピューターによる採点処理方法など、共通一次試験実施のため

の調査研究を行った。この調査研究は、翌 1974 年度も継続され、11 月 23
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日・24 日の両日には、九州大学を含む全国 7 地区、7 大学において高等学校

在学生 3000 人を対象として、国立大学共通一次試験の実地研究試験が実施

された。 

 1975 年 4 月、入試改善調査委員会は「国立大学入試改善調査報告書」を

発表した。同報告書は、「両年度にわたって調査研究した結果から判断すると、

全国共通第一次試験を各大学独自の第二次試験と組み合わせて行う方式は、

大学入学試験の諸問題を改善する上でかなり貢献することができるであろう

と思われる」と述べていた。入試改善委員会は、この報告書をもとに、5 月

末から 6 月末にわたって全国 7 地区で、国立大学および高等学校関係者に対

して説明懇談会を開き、さらに各国立大学に対して報告書の内容についてア

ンケート調査を行った。同委員会は、同年 11 月の国大協総会において、こ

のアンケートをとりまとめた結果を発表し、約 70%の大学が共通第一次試験

の実施に賛成していることを明らかにした。 

 1976 年 6 月 22 日の第 58 回国大協総会は、「国立大学協会は、共通第一次

試験が大学入試の改善に資するものと判断する」との意見を採択した。そし

て、同年 11 月 17 日の第 59 回総会は、共通第一次学力試験は 1979 年度か

ら実施可能であるとする「国立大学共通第一次試験実施による大学入学者選

抜方法の改善に関する意見」を採択し、所要の施策を早急に講じることを要

望する要望書を文部大臣に提出した。 

 ところで、国大協は共通第一次試験の問題とは別に一期校と二期校の試験

期日一本化の問題をそれ以前から検討していた。国立大学の入学試験は、新

制大学が発足した 1949 年以来、一期校と二期校に分かれて実施されてきた。

これは国立大学への受験機会を複数にできるという意味をもっていたが、一

期校と二期校の区分がほとんど固定されたまま推移してきたため種々の問題

を生じ、二期校を中心にこの制度の改善を求める意見が強く出されていた。

この問題は一般に及ぼす影響が大きかったためなかなか結論が出なかった

が、大勢はしだいに一本化の方向に傾いてきた。しかし、高校側は入試期日
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の一本化に対しては、2 回受験の機会を奪うものとして強く反対していた。 

 こうしたなかで、文部省の大学入学者選抜方法の改善に関する会議は、

1975 年 3 月に、「この際、入学者選抜の方法の改善を総合的に推進していく

中で、国立大学入学者選抜期日を一元化することも一つの適切な方策と考え

られる」と、共通第一次試験の実施と関連させて入試期日の一本化を行うこ

とが望ましいと報告し、共通第一次試験の実施を強く望んでいた高校側も共

通第一次試験との同時実施を認めることになった。これによって、共通第一

次試験は一期校と二期校の入試期日の一本化と一緒に、1979 年度から実施さ

れることになったのである。 

 
（3）共通一次試験の導入 
 
共通第一次学力試験の実施 

 国立大学入試改善調査研究の事務は、1973（昭和 48）年、1974 年度にお

いては、文部省の委託費を受けて国立大学協会が直接実施したが、1975 年度

からこの経費は、国立学校特別会計に計上されて関係各大学に予算が交付さ

れることになり、1976 年には、入試改善調査研究のための事務組織として東

京大学に国立大学入試改善調査施設が設置された。この施設は時限的な施設

で、1977 年 4 月には「国立学校設置法」が改正されて、共通第一次学力試

験の問題作成・採点などの処理を一括して行う国立大学共同利用機関として

大学入試センターが発足した。 

 1977 年 6 月 30 日、文部省は、国大協の共通第一次学力試験実施の決定を

受けて、1979 年度以降の大学入学者選抜実施要項を作成し、各国公私立大学

に通知した。これによって、1979 年度の入学試験から、国立および公立の大

学において共通第一次学力試験が実施されることが正式に決定したのであ

る。また、大学入試センターは、この要項にもとづいて共通第一次学力試験

の実施に関する大綱を定め、7 月 2 日、関係機関に通知した。 
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 同年 12 月 24 日・25 日の両日、共通一次試験試行テストが実施され、国

公立 120 大学が設定した全国 204 か所において高校 3 年生等約 4 万 9000 人

が受験した。この試行テストは、共通第一次学力試験の実施計画、試験問題

作成から成績提供までの処理システム、電子計算機やマークリーダー装置の

稼働状況、事故対策、要員訓練、輸送等の計画を再点検し、必要に応じてシ

ステムを修正することを目的としたものであった。 

 翌 1979 年 1 月 13 日・14 日の両日、第 1 回共通第一次学力試験が全国 225

会場で実施された。当初は 1978 年 12 月 23 日・24 日の両日に予定されてい

たが、高校側の都合等によって繰り下げられたもので、志願者は約 34 万 2000

人、このうち約 32 万 7000 人が受験した。福岡市では九州大学の箱崎地区、

病院地区、六本松地区、福岡高校、香椎高校の 5 会場で 8064 人が受験した。 

 

九州大学の第二次試験 

 九州大学では、1976（昭和 51）年 11 月の国大協総会で共通第一次学力試

験を実施することが決議されたことを受けて、入学試験審議会が同月 25 日

に、九州大学の第二次試験のあり方について急ぎ検討するよう入学試験改善

委員会に諮問した。入学試験改善委員会は、翌 1977 年 4 月 30 日に答申を行

い、答申を受けた入学試験審議会は、この答申に対する各学部の意見や新た

に設置された教科科目別専門委員会その他の意見を集約して検討を行い、7

月 26 日の評議会において最終的に次のように決定された。 

 すなわち、第二次試験は原則として 1 日で実施し、なるべく統一して実施

する。出題・採点の負担の均等化、学部責任の明確化をはかる。第二次募集

は実施せず、定員確保の処置をとる。各学部ごとに定員の 3 倍を超えた場合

は 2 段階選抜を実施し、共通第一次試験の成績によって定員の 3 倍を第 1 段

階選抜合格者とする。第一次試験と第二次試験の評価は、総合的に評価する。

何らかの委員会で追跡調査を含め、一次・二次試験の調査研究を行う、とい

うものであった。 



第 4 章 教養部の改革 

573 

 出題教科・科目は、文学部が国語（古典Ⅰ乙）と外国語（英語 B、ドイツ

語、フランス語から選択）と小論文、教育学部・法学部・経済学部が国語（現

代国語、古典Ⅰ乙）と数学ⅡB（Ⅰを含む）、外国語、理科系が数学ⅡB・Ⅲ、

理科（理学部・農学部は物理Ⅰ・Ⅱ、化学Ⅰ・Ⅱ、生物Ⅰ・Ⅱ、地学Ⅰ・Ⅱ

から選択、医学部・歯学部は物理Ⅰ・Ⅱ、化学Ⅰ・Ⅱ、生物Ⅰ・Ⅱから選択、

薬学部、工学部は物理Ⅰ・Ⅱ、化学Ⅰ・Ⅱから選択）、外国語となっていた。 

 1978 年 5 月 16 日には、翌 1979 年度から共通第一次学力試験が実施され

ることに伴って、「九州大学入学者選抜実施規則」が改正された。入学者の選

抜は、学力検査、健康診断、調査書等の審査、その他必要な検査により行い、

学力検査は第一次学力試験および第二次学力試験とし、第一次学力試験は国

立大学共通第一次学力試験として大学入試センターと協力して行うと改めら

れた。また、入学試験実施委員会の委員長は、それまでの学生部長から学長

に改められ、学生部長は総務担当の副委員長となった。 

 九州大学の第二次試験の願書は、1979 年 2 月 15 日に締め切られた。志願

者は 3920 人で、前年度の 6882 人より約 3000 人少なかった。これは、定員

の 3 倍を超えた場合は共通第一次試験の成績によって第一段階選抜（足切り）

を行うという二段階選抜方式による影響のほか、試験期日が一本化されて以

前のように国立大学を複数受験できなくなったため、受験生に安全志向が働

き、結果的に少数激戦となったものであった。その結果、2 段階選抜につい

ては、経済学部の経済学科・経営学科が定員 160 人に対して志願者が 494 人

と、定員の 3 倍を少し超えたが、約 3 倍の範囲内と判断されて、全学部とも

第 1 段階選抜は実施されなかった。3 月 4 日、はじめての第二次試験が全国

一斉に実施され、九州大学では 3874 人が受験し、2219 人が合格した。 

 

入学辞退者と定員の確保 

 国立大学では、入学試験の合格者は、同一点数者があって若干増加するこ

とはあったが、ほぼ定員の数を合格者としていた。しかし、毎年入学辞退者
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が出て、実際の入学者は定員を下回ることが多かった。九州大学でも、1970

（昭和 45）年には定員 2010 人に対して学力検査合格者 2030 人を決定した

が、このうち 52 人が身体検査を受けずに入学許可を取り消され、その後 4

月になっても入学手続きを取らなかった者が 94 人いたため、入学したのは

1884 人と、定員を 126 人も下回った。翌 1971 年も辞退者が大量に出たため

定員を 113 人下回り、1972 年は 54 人、1973 年は 59 人、それぞれ定員を下

回っていた。 

 こうしたことから文部省は、激しい受験競争が批判されているなかで、国

立大学の大半で定員割れが起こっているのは不合理であるとして、1973 年 4

月に全国の国立大学に定員どおり入学させるよう、補欠入学を指示する通達

を出した。九州大学は 4 月 27 日の入学試験審議会でこれについて審議した

が、事務の繁雑や他大学への影響を考慮して補欠入学を行わないことを決定

し、入学辞退者の実態を明らかにするため、入学を辞退した 76 人について

出身校を通じて追跡調査を実施することにした。その結果、文科系学部に第

一志望で合格して辞退した 16 人のうち 13 人が首都圏の大学に進学し、理科

系学部に第一志望で合格して辞退した 41人のうち約半分の 21人が医学系大

学に進学していたことが判明した。九州大学では志望学科は、最高 2 学部に

わたって 4 学科まで認めていたため、辞退者は第 2 志望以下に多いとみられ

ていたが、実際は第 1 志望者の辞退者が 62 人と 8 割以上を占めており、九

州大学の地盤沈下が問題となった。入学辞退者の追跡調査は、翌 1974 年以

降も実施されたが、毎年同じ傾向を示していた。 

 1974 年度は定員を確保するため、定員の 2085 人より 56 人多い 2141 人

の合格者を決定したが、101 人が入学を辞退し、入学したのは定員より 45

人少ない 2040 人であった。1975 年も定員の 2090 人より 58 人多い 2148 人

の合格者を決定したが、辞退者はそれを上回り、結局 35 人の定員割れとな

った。 

 こうした傾向はその後も続き、共通第一次試験がはじめて実施された 1979
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年も、定員の 2150 人より 69 人多い 2219 人の合格を発表したが、115 人が

入学を辞退して入学者は定員に達しなかった。この年は、共通第一次試験が

はじめて実施されたこともあって、志願者が定員に達しない大学が多く出た

ため、文部省は志願者の定員割れを起こした大学や定員より少ない合格者し

か出さない大学に対し、定員を埋めるため二次募集を行うよう強く指導して

いた。このため九州大学においても、国立大学としての社会的責任という立

場から定員不足を補充することが求められ、4 月 7 日の入学試験審議会で 53

名の追加合格者を決定した。そのうち 48 人が入学し、最終的には 2152 人が

入学した。この年はすでに 4 月 6 日に入学式を挙行した後であったため、追

加合格者については 4 月 16 日に教養部第一会議室において宣誓式を行った。 

 1980 年には定員を確保するため、定員を 100 人以上上回る合格者を決定

した。しかし、辞退者がそれ以上に出たため定員に達せず、追加合格を決定

したが、追加合格者の中からも辞退者が出て、入学者は 2133人と定員の 2150

人に達しなかった。翌 1981 年にも定員を 100 人以上上回る合格者を決定し

たが、辞退者はそれを上回り、追加合格を決定しても入学者は 2145 人と定

員の 2150 人を下回った。 

 1982 年には定員より 167 人多い 2317 人の合格者を発表した。この年の辞

退者も 152 人にのぼったが、入学者は 2165 人と定員を上回った。これ以後、

一部の学部では定員を割るところもあったが全体としては入学者が定員を超

えるようになった。また入学辞退者も、1983 年以降はしだいに減少するよう

になり、1984 年は 97 人、1985 年は 93 人と 100 人以下となった。 

 

共通一次試験の問題点 

 共通第一次学力試験は、大学教育を受けるにふさわしい能力と適性を持つ

者を公正かつ妥当な方法で選抜するとともに、高等学校の教育を乱すことの

ないようにとの理念に添って、従来の入試にみられた難問・奇問をなくし、

また暗記による一発勝負の弊害を避けるために実施されたものであった。し
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かし、国立大学受験の機会が 1 度のみになることを補い、志望校の再選択が

できるようにするため採用した共通一次の自己採点制度が受験産業に利用さ

れ、受験生の希望とは異なる進学指導、共通一次の点数による「輪切り現象」

を促すことになった。またそればかりでなく、一期校・二期校の区別とは別

に新しい格差ともいうべき「大学の序列化」を招く結果となり、受験生が私

立大学へ流れる、いわゆる「国公立離れ」が現れ、受験生や高校側からは、

試験の負担が重く、国立大学受験の機会が一度しかないことに対する強い不

満が出されるようになった。 

 このため、国大協は 1983（昭和 58）年から共通第一次試験の改善策につ

いて検討を開始し、1985 年 11 月の第 77 回国大協総会において、1987 年度

から国立大学の受験機会複数化を実施することを決定した。そして翌 1986

年 5 月 7 日の臨時総会で、国立大学を A・B 両グループに分け、異なる日程

で第二次試験を実施することを決定した。また、文部省の大学入試改革協議

会は、臨時教育審議会の第一次答申を受けて、1985 年 7 月以来、共通第一

次学力試験に代わる「新テスト」の具体的実施についての検討を進め、1986

年 4 月 21 日、「大学入試改革について―大学入試改革協議会中間まとめ―」

を公表した。こうして、1979 年から実施された共通第一次学力試験は、8 回

目の 1986 年を最後に大きく変化することになった。 

 九州大学においても、1983 年 2 月 25 日に入学者選抜研究委員会を設置し

て検討が行われることになり、理学部化学科では 1986 年度に九州大学では

じめて推薦入学制度を取り入れた。 

 

帰国子女の特別選抜 

 1984（昭和 59）年度から、文学部・法学部・経済学部の 3 学部で、海外

で教育を受けて帰国する、いわゆる帰国子女のため特別選抜が実施されるこ

とになった。日本の国際化は社会・経済・文化その他あらゆる方面において

急速な進展を遂げ、海外に派遣される家族とともに外国に在留し、外国の正
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規の教育制度にもとづく学校教育や国際バカロレアのカリキュラムにもとづ

く国際学校で教育を受けて帰国する帰国子女も増加する傾向にある。しかし、

これらの子女は受けてきた教育が異なることもあり、日本の大学入学者選抜

方法は、その入学に大きな障害となっていた。こうした状況のなかで、日本

の高等学校教育を前提とした入学試験とは別に特別入学試験を行い、帰国子

女の能力・適性等を評価して大学に受け入れることは、本人のためばかりで

なく、海外で得た体験を伝えることによって、学生および大学全体の国際化

につながるものであり、きわめて意義あるものとして実施されることになっ

たのである。 

 出願資格は、日本国籍で外国の正規の学校教育を受けるか、国際的に認め

られた大学入学資格の国際バカロレアを取得した者で、募集人員は各学部 10

人以内となっていた。選抜方法は、共通第一次学力試験を免除し、第一次選

抜は出願書類により行い、第二次選抜は小論文と面接が実施された。1984

年度の特別選抜は 4 名の受験者があり、第一次選抜の結果を 1983 年 11 月

14 日に発表し、翌 1984 年 1 月 6 日に第二次の小論文、7 日に面接が実施さ

れた。その結果、1 名が合格したが、他大学に進学して入学は辞退した。1985

年度からは理科系を含むすべての学部で帰国子女の特別選抜が行われるよう

になり、13 人が出願して 5 人が受験し、文科系 3 人が合格したが、3 人とも

入学を辞退した。 

 また、1976 年度から、九州大学は全盲の視力障害者が志願すれば点字で第

二次試験を行うことになった。これは、1973 年の教育課程改正で各地の盲学

校に高等部普通科が新設され、その卒業者が 1976 年度にはじめて出ること

から、学生部内に委員会を設けて検討を行い決定したものであった。点字入

試はすでに東京大学や広島大学などごく一部の大学で実施されていたが、文

部省も 1976 年度から、全盲大学生のための教育条件整備予算を組むなど、

全盲受験者受け入れの機運が強まっていることをうけたもので、九州大学で

は 1982年度にはじめて受験者があり、1985年度にはじめて 1 人が合格した。 


